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論文内容の要旨

農業開発と土壌保全にとって解決する必要があり，本質的な技術的対策が明らかでない塩類集積問題に着目し，濯

棺l農業の持続と農業収益の追究というこつの競合する目的に関する意思決定をとりあげた。具体的には，①圃場内の

濯概戦略に応じた農業収益と圃場内外の塩類集積発生の程度の評価を可能にするモデル構築，②圃場内の濯慨に伴う

費用と効果の評価による謹瓶戦略の考察，③持続的環境利用の意思決定のための経済的・倫理1的評価枠組みの考察，

④排水先の下流域への影響を費用に含めた費用便益評価による濯減開発戦略の考察，により，上述の二つの競合する

目的問での意思決定を可能とするようモデル開発とシステム構築を行った研究である。本論は，以下の 7 章より構成

される。

第 1 章では，環境問題としての発生機序等を整理した上で本論文の目的と内容，構成を示した。

第 2 章では，人口，食糧生産・供給問題を概観した上で塩類集積問題の位置づけを示し，塩類集積問題の物理的発

生要因と発生の社会的背景から問題構造を明確化した。

第 3 章では，瀧慨によって作物収量が変化し，間場内塩類集積が生じる現象を表す基本的モデノレを構築し，イスラ

エルの実験岡場ギラットにおいてモデ、ルの検証を行った。

第 4 章では，圃場内塩類集積のみならず，圃場外での塩類集積をも評価するために，水分収支モデルを基礎として

塩分収支モテ争ルへと発展させた。その上で，イスラエル国内で堀類集積の顕著なイズリル谷において代表的な濯瓶戦

略ごとの費用と効果を推定し，濯瓶戦略選択のための評価手)1聞を明らかにした。

第 5 章では，持続的な環境利用を目的として，経済システム的視点に加えて環境倫理の視点から公正さ等の規範概

念について言及した。それらの普遍的な概念を経験的に観察できるものに変換し，具体的な応用のために事例研究に

沿った枠組み設計の必要条件を示した。

第 6 章では， 3 , 4 章でト構築したモデルを排水先の下流域を含む形に展開し，下流域の塩類集積の発生と効果の評

価を可能とするモデルを構築した。更に，世界的に比較しても塩類集積が顕著であるカザブスタンのイリ川流域にお

いて， 5 章で設計した規範的評価枠組みを基礎に， 5 つの准減開発戦11侶ごとの収量と塩類集積，それに伴う費用と使
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益を評価し，塩類集積問題の下流への空間的移転と将来への置き換えに相当する時間的移転に着目し，濯j既開発戦略

の選択を可能とするようモデルを運用した。

第 7 章では，各章の成果をまとめ，本論文の成果と今後の課題を示した。

論文審査の結果の要旨

地球規模での環境問題に関する持続的環境利用の具体化の検討が求められる昨今，温暖化問題や砂漠化問題等の個

別の問題ごとに異なって発生する負荷の発生，伝達構造の同定とそれぞれに対応した具体的対応が持続可能な環境利

用の方策をあきらかにする鍵となっている。

本論文は，土壌物理学的・工学的な水分・塩分収支シミュレーションモデルを構築し，そのモデ、ルの適用を基礎と

して，経済・倫理的な意思決定のための評価枠組みを検討することによって，塩類集積問題における環境負荷の発生

構造を評価し，それへの対策を工学的に構築する過程での公正な意思決定のあり方を検討したもので，その成果を要

約すると以下のようになる。

(1) 塩類集積問題に関して対策がなされているイスラエルと問題の深刻なアラル海沿岸域の三圃場を対象とし，そ

れぞれ，濯概農業による便益とそれに伴って生じる塩類集積の程度を予測するモデルを構築し，骨格となるモジ

ュールはその汎用性を確認した。

(2) 対象とした三圃場ごとに，濯瓶農業によって得られる便益とそれに伴って生じる塩類集積の程度が異なるの

で，特徴的な濯減戦略を立案し，予測モデ、ルの運用による効果の比較により，複数の変数の操作に応じて長期的

純便益が変化する関係を評価した。

(3) 濯瓶農業聞場およびその下流域で濯減農業をする場合，濯減農業に伴って発生する排水を媒介として，下流域

へ塩類集積問題を先送りする(空間的移転)ことは，短期的には便益を増大させるが，長期的には持続可能性を

失うことを示した。

(4) 農業収益を重視し，将来世代に塩類集積の影響としての環境負荷を受けもたせるか否かの比較衡量は，意思決

定主体の倫理観によって左右されることを示した上で，塩類集積の効果を将来に移転させる程度やストック資源

の悪化の累計的効果を評価する枠組みを提示した。

以上のように，本論文は濯概農業の実施に伴う塩類集積の発生の程度をシミュレーションモデルによって予測する

ことを可能とし，それらの影響と対応策の費用と便益を評価し，公正な意思決定を支援する技術的手だてを提示して

おり，塩類集積のミティゲーションとさらに広く環境問題一般に対する評価と意思決定のためのシステムとして活用

できることを示していて，環境工学の発展に寄与するところが大きい。よって，本論文は博士論文として価値あるも

のと認める。
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